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					このサイトでは、不動産のポイントなどについて詳しく解説しており、困ったときに読んで参考になる様々な情報を詳細に記述しているのが特徴です。
特に、通常ではあまり思い付かないことには、部屋探しの時にスマートフォンで写真撮影をすることで部屋の明るさを確認できることがあります。
また、業者や物件ごとに必要な手数料は異なるので注意をすることも大切です。
このサイトではこれらの通常ではあまり気づかない内容をわかりやすく記載しているため、いざと言う時に参考になることが多いのが特徴です。
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					困ったときにはこれを読んで欲しい！不動産のポイントなどについて詳しく解説

					不動産のポイントは、通常ではなかなかわかりにくいと言うことが少なくありません。
多くの人があまり不動産に触れる機会がなく、そのために思わぬところで損をしたり、また確認不足で契約をしてから後悔をすることも多いものです。
事前にこのような情報を知ることができれば、さらに良い不動産選びをすることができるため、これらのポイントを知っておくことで、より有利に選ぶことができます。
最近ではこれらのポイントを記載しているサイトも数多く登場しており、事前にこれらの情報を参考にすることが良い方法となっています。


					

					不動産とは土地や建物のことで定義は民法で定められている

					不動産という言葉を聞いたことがある人は多いと考えられますが、何が該当してくるのか詳しく知っている人は少ないかもしれません。
土地や建物が不動産には該当してきますが、その点は民法でもしっかりと定義が定められています。
また建築中の建物であっても、構造部分などが完成しているような状態であれば、民法上の建物に該当するような特徴があるので、その点も理解しておくといいかもしれないです。
一般的に土地の上に建物が存在する状態になりますが、基本的にそのような場合でも法律上は別々に扱われることになります。

そのため土地と建物の所有者が別になっているようなケースも珍しくないので、いろいろなパターンの不動産が存在することを知っておくと勉強になるはずです。
借地や底地などでどのような条件の不動産なのかを簡単に把握することができるようになっていますから、そのような意味を知っていることでスムーズに物件探しができるようになります。


					

					不動産で物件を探す場合入居時に後悔しなように確認するポイントは決めておくこと

					不動産会社で物件を探す場合には、事前にチェックポイントを決めておくことが大切になります。
紹介された様々な良い条件に興味を示し慌てて契約してしまうと、入居後に自分の期待とは異なる部分が見つかる場合もあり、契約を解除することができないことから嫌な思いをしてしまうと言う場合も少なくありません。

多くの不動産会社は早期に入居者を決めようとするために、メリットばかりを主張することが多いものです。
このメリットは自分の希望するポイントと一致するものであれば良いのですが、実際にはそのようなことが少なく話の流れによって自分が確認したいポイントが確認できないと言う事態に陥ることもあるため注意が必要です。

不動産会社で物件を探す際には事前に確認事項をまとめておくことが重要で、内乱の時などにはこの確認事項を十分にチェックしておくことが大切です。
必要に応じて担当者に質問をするなど、不明な点はこの時にチェックをしておくことで、契約を行い入居してから後悔をすると言う事はありません。


					

					不動産で物件を見学するポイントとして周辺環境を確認すること

					不動産物件の購入を決定する前には、現地を自分の目で確認することは欠かすことができません。
実際に見学をする際には取り扱っている業者が、車で現場までの案内をしてくれるケースが多くなるでしょう。
特に苦労もなく物件そのものを知る事はできますが、それだけで問題はないと判断してしまうのは早計と言わざるを得ません。
それは、その不動産が土地であるならば、その土地の地目や面積に方位など確かめなければならないポイントも数多くあります。
同時に理解するべき内容には、その物件の周辺環境がどのようなものなのかもあるからなのです。
実際の生活を考えれば交通の便や日常生活での利便性、そして防犯上不安のないエリアなのかと夜間の状況も見ておくべき事になります。
特に最寄りの駅等からの所要時間は一定の距離で計算され、坂道が多ければそれだけで感覚は異なりますので実際に歩いてみることも必要です。
安全面から見れば昼夜で人の通行量に差があったり、その明るさや防犯対策が為されているかも重要なポイントになります。
他にもゴミを集積する場所など見でも過ごしやすさに差が出ますので、周辺環境も納得できるまで確認すべき事になります。


					

					不動産を見に行くときにメジャーとノートを持参して寸法を測って記録しておくとよい

					不動産屋さんに行って家を内覧するとき必須なのが、メジャーとノートです。
カーテンの寸法や部屋の間取り、キッチンカウンターの下にどれくらいの棚が置けるかなど、新しい家に引っ越す際には数字の記録が役立ちます。
特に今の家から持っていくものが多い場合は、ベッドや冷蔵庫、洗濯機など大きい家電や家具がその部屋に運び入れられるかが重要です。
いざ不動産に荷物の搬入の際入らないといったトラブルを防ぐためにも、最初の時メジャーとノートでの記録が必須となります。
その時部屋の間取りをざっくり書いておくと後々見直した時かなりわかりやすいです。
また、数字だけの羅列だと何の寸法かがわからなくなってしまう場合があるため、リビング、寝室という風にきちんと測定した場所を丁寧にメモしておくことが大切です。
可能であれば携帯電話で写真を撮影しつつ、後で見た時にわかりやすくなっていることが最も重要です。
一人暮らしでなく二人暮らしの場合も、相手の持ってくるものや置きたい家具をしっかりと話し合ってから入居するといいでしょう。


                    
                    

					不動産の売却をするときに将来のことを考えシミュレーションしてくれる業者を探すこと

					不動産物件を購入する場合には、将来売却をするときにその価格の変化や状況の変化などをシミュレーションしてくれる業者を選ぶことが良い方法です。
多くの人が物件を購入する場合、長くこれを利用することを想定し購入するものですね、それでも状況の変化により売却を考えることも少なくありません。
その場合に十分に長期にわたり資産価値を保つことができる物件の方が、様々な場面で役に立つものとなっています。

新築住宅を購入する場合であっても、立地条件や構造などによってはすぐに寝落ちをしてしまうと言うことも多いものです。
このような場合には住み替えを行う場合でも、十分な資産とならない場合があるため注意をしなければなりません。
不動産の物件を購入する場合には、将来売却する場合の金額の変化等をシミュレーションし、その資産の運用についても考慮するところを選ぶ事は、良い方法となります。
このような不動産会社の場合には、様々な部分で配慮をしてもらえることも期待できるため、非常に信頼できると考えられる面もポイントです。


					

					不動産で一戸建てを売却する場合複数の業者で査定額とその根拠について出して比較すること

					不動産で一戸建てを売却する場合には、1つの業者に絞ってしまうと良い金額を得ることができない場合が少なくありません。
そのため、できるだけ多くの業者で査定を受け、その査定額と根拠を比較することが良い方法となります。
これにより実際の相場や売却のしやすさなどを知ることができ、効果的な判断をすることができるようになるのがポイントです。

一戸建てはその立地や住宅の状態で評価が大きく変わるため、単純に築年数だけでは金額が決まらないと言う特徴があります。
またその査定もそれぞれの不動産会社の重視するポイントによって異なるため、業者によって査定額が異なるのは当然のことと考えられます。
その中で明確な根拠を持った査定を行う会社を選ぶ事は、効果的な売却をするために非常に重要な条件となります。

不動産会社の中には悪質なところもあり、安い金額で買取を行い、高額で売却すると言うケースも少なくありません。
このような悪質な会社に関わらないようにするためにも、金額と根拠を比較する事は大切なポイントとなっています。


					

					マンションを売却する不動産業者を決める場合は初めに専任媒介契約をしてみる

					マンションを売却する場合には、不動産会社と専任媒介契約をしてみるのも良い方法です。
専任媒介契約は特定の不動産会社と契約を結ぶことで、他のどのような販売方法を選んだ場合でもその不動産会社に仲介手数料が支払われる仕組みとなっており、必ず仲介人にその会社が鳴らなければならない仕組みとなります。
そのためこの契約を結んだ場合には多くの会社は非常に力を入れて売却のための活動を行うこととなり、早期に販売することができる確率が高まります。

通常不動産会社社と契約を結ぶ方法は、これに対して一般媒介契約と言われており、Homa前には紹介をした会社が契約の仲介を行い仲介手数料を受け取る権利を持つことになります。
しかし確実に自社に利益を得ることができるわけではないので、実際にはそれほど力を入れないと言う場合も少なくありません。
マンションを早期に売却したい場合にはこの方法は踏む日となっているため、契約形態には十分に注意をすることが必要です。
ただしその会社の信頼度や実績なども、十分に確認することが大切になります。


					

					土地の売却を不動産として業者に依頼するときは仲介手数料と売出し価格に注意すること

					土地の売却を不動産会社に依頼する場合には、様々な費用が発生することを意識してことが大切です。
不動産会社に土地の売却を依頼する場合、その会社が契約の仲介に入ることが法律で定められているため、この際には仲介手数料が発生することになります。
この手数料は購入者が支払うか売却者が支払うとはその契約によって様々ですが、結果的にはどちらかが支払わなければならないものとなるため、その分費用が発生することを意識しておくことが必要です。

また実際に販売を開始する場合の売り出し価格は、不動産会社と相談して決めることになりますが、その金額にも注意が必要です。
相場と一致しているかを客観的に確認することが必要で、これが著しくことになっている場合には様々なその会社の思惑が含まれていることがあるため、その理由を確認しておくことが大切になります。
中には相場より非常に高い金額を設定し、すぐには売れないことを承知の上で売り出す悪質なケースもあるので、この点に注意をしなければなりません。


					

					業者に土地の売却をする時に交渉して不動産の仲介手数料を安くできるかはとても重要なこと

					業者に土地の売却をする場合には、その契約形態に注意をすることが大切です。
一般的には不動産会社に直接売却する場合には直接売買となりますが、これらの物件の売買を行う際には仲介者が必要となることが定められており、この仲介者を不動産会社自身が行うと言うことも多いためです。
したがってこの場合には仲介手数料が発生し、この手数料が購入する不動産会社の利益となることが多いので注意が必要です。


自分自身で売買の仲介を行い、購入する形になるため、その手数料の金額によっては大きな利益を得ることができる場合も少なくありません。
しかし実際に購入するのもその不動産会社であることから、場合によっては仲介手数料を安く設定すると言うことも可能となります。


業者に土地の売却をする場合には、雨この金額の引き下げの交渉を行うことで、これを引き下げることができる可能性があります。
それにより売却を行う人が得る利益を大きくすることができるとともに、契約上の売却金額は変わらないため、様々なメリットが得られることが多いものです。


                    
                    
                    


					仲介も管理も手掛けている不動産業者を探すとよい

					不動産会社を探している場合には、総合的にサービスを提供しているところを見つけた方が相談しやすい傾向が存在します。
例えば、仲介業者を探してから不動産物件を見つけて行くことを考えると、相手に対して手数料を支払わなくてはいけません。
一方で、総合的に会社としてサービスを提供している場合はこういった手数料を支払わなくても済む可能性が高いです。
実際に、土地や物件を取り扱っているところではまとめて相談することができますので、スムーズに取り引きを進めていくことが出来ます。
また、管理も含めて行なっていると不動産に関して何らかのトラブルが生じたとしてもすぐに対応してもらいます。
賃貸物件だけではなく売買を行う時であっても、こういった総合的なサービスを提供している会社であるのならばまとめて相談しやすいです。
そのため、時間をかけたくなかったり余計なコストを支払いたくないと考えている時には、こういった方法で不動産会社を探すことが得策です。
効率的に、より良い物件や土地を探すことができるようになります。



					

					物件探して住みたいエリアが決まっている場合地域密着型の不動産業者に依頼するほうがよい

					不動産業者は全国的に展開している大手と、比較的小規模で地域密着型の会社とがあります。
前者のほうが知名度は高く安心感も一般的には高いかもしれませんが、自分たちが物件探しで住みたいエリアが決まっている場合には、後者のほうが不動産業者のほうが良いケースもたくさんあります。
不動産というのは当たり前のことですがその地域との関係を抜きにして語ることはできません。
いくらその土地だけで見た場合に気に入る物件であったとしても、周辺の状況や環境などが気にならないはずがなく、むしろそのような要素や条件も物件自体と同じくらいに大事です。
このような点で、密着型の会社は非常に数多くの貴重な情報を有しています。
ちょっと調べれば誰にでも分かるような内容から、本当にそこに長く住んでいる人でなければなかなか分からないようなものも含まれます。
このような点に強いことは大きな魅力であって、単に全国的な知名度では図れるものではありません。



					

					不動産業者を選ぶ時免許の更新を2回以上済ませている業者を選ぶこと

					不動産業者を選ぶ時は、免許更新を2回以上済ませている業者を選ぶことというのは実は一般的な対処法です。
これは少なくとも定期的に更新がされていることで信頼性が担保できるという点があり、もちろん更新が多ければ多いほど現在の法体系に沿った適切な許認可を得ているということにほかなりません。
加えて1回更新しただけでは、その不動産会社の実務が適切に運用されているかどうかまでは把握できていないこともあり得るため、運用されて以降もう一で許可が下りていれば少なくとも運営上も問題無いということが証明されるという背景もあるのです。
万が一不適切な運用をしていて監督官庁にクレームが来れば、臨時監査などを実施して実態を把握します。
把握した結果不備が見つかれば行政指導が発生するため、最悪の場合免許を更新できなくなるという事態に陥ることも十分あり得るのです。
もちろん適切に運営していれば問題無いのですが、立ち上げ当初は注意が必要になります。



					

					同じ物件を扱っていても不動産業者を変えると満足度が変わることもある

					例えば不動産の購入を考えている場合であれば、業者ではない限り多かれ少なかれ不安は持っているものです。
では、同じ物件であっても購入後に感じる満足感の差は、どのようなポイントから発生するかも考えておくべきでしょう。
まず第一に顧客の立場に立って、常に寄り添う形で話しを聞き相談にのってくれるかです。
示される対応のひとつずつの差が、物件を購入するまでや購入後の安心感に間違いなくつながります。
そして、情報提供量が豊富であり適切であるかも、顧客にとっては心配を払拭する重要な要素です。
検討している物件が要求している内容に一致しているか、比較検討すべき別件が無いかという情報も提供してくれるかです。
それぞれのメリットやデメリットを現時点の内容と、将来にわたっての展望が専門家でもなければ知り得ない事でもあるからです。
さらに、その不動産を取り扱う業者の営業担当者等が信頼できれば、その業者への信頼感も上がり結果への満足度も上がってきます。
このような要件は他にも多数ありますし、物件の売却であっても変わりはありません。
満足のいく取引を行うためには、納得できる業者の選択は重要な要素となります。



					

					不動産業者に行く前に口コミなどで評判を見てから相談をするかどうかを決める

					人生において住まい選びは重要な要素になることも多く、慎重にならなければならない作業となります。
なかでも住まいを借りるときには不動産業者の仲介を受けることが一般的で実際に相談を受けて物件を探し、借りる手続きを行うのが流れです。

相談をすることは、すなわち話などを聞いてくれる担当者の姿勢がポイントになり、なかには高圧的な方も多く見られるのが不動産業者の特徴となります。
契約を通じて付き合いが始まるので、最初から高圧的であったり担当者の相談に乗る姿勢がない場合には、無理して契約をすると将来トラブルになる可能性も高く、できる限り避けたいはずです。

その場合には不動産業者の口コミを閲覧して、まずは評判をチェックしてから相談をするか決めるのが無難となります。
意外と評判が悪い不動産業者はピックアップされがちで、この手の口コミは参考にしやすいのも事実です。

暮らすことは安心できることが重要で、評判の良い親切な業者を見つけ、そこに相談をすると良かったりします。


                    
                    

					不動産投資を通じて不労所得を手に入れていく

					不動産投資を通じて、不労所得を手に入れることを考える方が増えています。
老後の資金や将来に向けた蓄えを意識する際に、アパートやマンションを始めとした、不動産への投資をイメージする方が多くなって来たのです。
株式や為替への投資とは違って、変動リスクが少ない部分があるのが、不動産への投資でしょう。
長きに亘って、安定した収益を計上させていく上では、家賃収入による不労所得は適している部分があるのです。
不動産への投資を成功させるためには、適切な管理会社を選んでいくことも欠かせません。
仕事を抱えている方などは、入居者間のトラブルへの対処は行えないでしょう。
物件の管理を、外部に委託しておけば、入居者同士が起こした問題に対して、自ら出向いて解決することは無くなります。
退去者が生じた場合にも同様に、空き室になった室内の原状回復や、新しい入居者の斡旋に、自分の手を煩わせることは無くなります。
資産運用を特集するサイトには、物件管理を行う会社についての紹介が掲載されているものも見られます。
幾つかの管理会社を見比べていった後、気に入ったタイプを見かけた場合には、気軽に相談に伺ってみることも大切です。


					

					不動産を売却する際には仲介でも買い手探しが可能

					不動産を売却する際には、仲介でも買い手探しが可能となっています。
急に転勤が決まったり、住み替えを検討したりした際には、自宅を売却する必要が生じるでしょう。
不動産を売却する際には、直接物件の買取を行ってもらう以外に、仲介でも買い手探しを行うことが可能となっています。
不動産買取を専門に扱う会社では、スピーディな物件買取を実現することが可能となっていますが、総じて市場価格より低めの査定金額となることも少なくありません。
公示地価や路線価といった、一般的な相場に近い価格での売却を目指すのであれば、仲介を用いた不動産売却を検討した方が良いのです。
仲介を依頼する際には、契約形態について考えておくことも大切となります。
専属専任契約のような、買い手探しを行う会社にとって有利になる契約形態の方が、良い条件を掲示してくれる買い手を見つけてくれることが多いからです。
住み替えを考えている場合には、自宅の高値売却が実現できなくては、資金計画が狂っていくでしょう。
有利な条件の買い手を見つられる会社であるかについてを、利用者の口コミを参考にしながら選んでいくことが大切です。


					

					積み立て型投資で不動産価値を高める方法と魅力

					最近は一般の方のあいだでも、ある投資を実践する方が多くなりました。
これは資産を一気に大きく増やすことを目指して折り、政府や日銀でも積極的に挑戦をするようにと推奨をされるようになりました。
どうしてそれが必要なのか、人生100年時代を有意義に暮らすための資金が必要だからです。
いまから不動産を活用した行動をしようという方も多いでしょうが、どんなスタイルが良いのかと悩んでいませんか。
簡単にここでレクチャーをしていきます。
まず不動産を実際に購入をしないといけません。
マンションから戸建ての2パターンがありますが、どちらを選んだとしても5000万円以上ものお金を用意するのが基本です。
まとまった金額で手に入らない場合、積み立て型という方法を駆使することもできます。
これは現役時代に不動産を買うことを前提としており、毎月10万円程度の積み立てを実施してマンションを買うという長いスパンを有した方法なのがポイントです。


					

					一般的に事故物件と呼ばれる不動産の大まかな特徴

					まず、過去に事故や犯罪事件が発生したことがある不動産のことを指します。
例えば火災や水害、または暴力事件などが起こった物件です。
これらの出来事により、物件の建物や設備に損傷が生じた可能性があります。
また、事故物件は値段が割安になっている傾向があります。
これは、過去の事故や事件の歴史が物件の評価や需要に悪影響を与えるためです。
そのため、投資家や購入者は修復やリノベーションによって物件の価値を回復させることを考えることがあります。
さらに、一般的に市場での売却に時間がかかる場合があります。
なぜなら、一部の人々はその物件に対して不安を感じる可能性があるためです。
したがって、売主は柔軟な価格設定や販売戦略を検討する必要があります。

最後に、購入には注意が必要です。
事前に詳細な調査を行い、建物や法的な問題について確認することが重要です。
また、物件の修復や再販には追加の費用や手間がかかる可能性があるため、これらの要素も考慮する必要があります。

事故物件と飛ばれる不動産にはこれらの特徴がありますが、それでも需要がある場合もあります。
物件の歴史や価格を考慮しながら、個別の状況に合った判断をすることが重要です。



					

					自主管理の不動産物件選びのポイントと迷わない選び方

					自主管理の不動産物件とは、オーナー自身が管理業務を行う物件のことです。
自己管理のメリットは管理費用を節約できることや物件の状況を直接把握できることなどが利点としてあげられます。
しかし、個人管理には反対にデメリットもあります。
例えば、管理業務に時間や労力がかかることやトラブルに随時対応しなければならないことなどです。
そこで、自己管理の不動産物件選びには以下のポイントに注意すると良いでしょう。
-物件の状態や設備物件の状態や設備は入居者の満足度や空室率に関わります。
また、修繕やメンテナンスの頻度や費用も変わってきます。
できるだけ新しくて清潔で快適な物件を選ぶことが自己管理を成功させるために重要であります。
-物件の購入価格や収益性物件の購入価格は資金計画やローン返済に影響します。
また、物件の収益性は賃料収入や利回りなどで判断します。自主管理を行う場合は物件の価値が下がらないように細心の注意するとともに、収益性が高くて安定した物件を選ぶことが望ましいです。
以上のポイントを踏まえて自分の目的や能力に合った物件を選ぶことが、個人管理の不動産物件選びのコツです。
迷ったときは専門家に前向きに相談することも非常に有効でしょう。


					

					不動産が担保に向いている理由の一つは登記制度

					銀行などの金融機関から融資を受ける場合に担保を要求されることがあります。
この担保に最も向いている資産と言われるのが不動産で、金融機関も優先的に考慮します。
不動産は市場が安定していることもあり、価値を評価しやすいことが融資の担保に向いている理由の一つですが、登記制度があることも大きな理由になっています。
不動産は債権者に占有を移すことができない資産なので、担保権を取得しても占有して第三者に権利を主張することができません。
登記制度は登記簿に権利の内容を記載して公示する制度なので、占有しなくても第三者に権利者であることを主張できる状態になります。
法律も整備されていて、全国で一律に運用されていて地域性もなく安定した制度です。
更に、登記をしていれば債務不履行の際の手続きが、通常の動産執行などと比べて簡単になっていて、現金化するのも楽です。
銀行のように業務として融資を行う機関にとって、大変便利な制度になっています。


					

					不動産売買の解約手付は契約解除する権利を確保できるお金

					手付金は、色んな取引において交付され、果たしている役割にも違いがあります。
不動産の売買契約の際に交付されるものは、解約手付の役割を担っていることが多く、契約解除の際に意味を持つことになります。
不動産の解約手付は、買主から売主に交付され、買主から契約解除した場合は返却されません。
売主からの解除なら返却されることになりますが、交付した金額の倍の額を返す契約になっているのが一般的です。
契約を双方が確実に履行するために、事前に不履行に対するペナルティを定めていると捉えることができる一方で、手付金の放棄あるいは倍額返還という条件で、いつでも解約できる状態をつくっていると捉えることもできます。
不動産は買いたい気持ちが強ければ高くなり、売りたい気持ちが強ければ逆に安くなります。
短い期間で状況が変化することもあるので、手付金相当額の負担さえ覚悟すれば、いつでも契約解除ができることは、売主買主双方にとってメリットがある仕組みです。


					

					実測売買なら測量後に実測精算した価格が不動産の取引価格になる

					不動産取引には実測売買と公簿売買と呼ばれるものがあり、前者は測量して土地の面積を確定してから売買し、後者は公簿である登記簿に記載された面積で取引を行う方法です。
登記簿に記載されている土地の広さと、実際に測量した結果とが一致しないことは珍しくないので、通常は実測売買が選択されます。
分譲地などのように、測量されて信頼性の高い図面が存在する場合などは、公簿売買が選択されることもあります。
公募売買には、測量するために必要になる時間や費用が節約できるというメリットがあります。
実測売買で、契約時と測量後の数値に違いがあった場合は調整することになり、これを実測精算と呼びます。
実際の不動産の方が広かった場合は売買価格が増額され、狭かった場合は減額されます。
代金決済の日に実測精算をした後の代金を支払って取引が完了します。
減額増額のいずれの結果になるとしても、実測売買の場合はトラブル回避のために、実測と公簿の調整方法について文書化しておくことが大切です。


					

					不動産を購入する際は危険負担が債権者主義でないことを確認

					不動産の売買契約をする場合に、意識しておかなければいけないことの中に危険負担の問題があります。
不動産売買では、契約と物件の引き渡しが同時に行われないのが一般的で、危険負担はこの間に起こるトラブル解決のための基準になる考え方です。
具体的に言うと、売買契約の目的物件が、契約後引き渡し前に買主にも売主にも過失がない状態で焼失した場合に、どちらの責任になるのかということです。
売主が危険負担をするなら、買主の支払い義務が免除され売主の引き渡し義務が債務不履行になります。
これが債務者主義と呼ばれる考え方で、逆に買主の支払い義務が残り、物件の引き渡し義務が焼失によって免除されるという考え方が、債権者主義です。
どちらが採用されているのかは、通常契約書に記載されているのでサインをする前に確認しておく必要があります。
頻繁に起こることではないですが、万が一のことを考えて対応しておくことが高額な不動産取引においては重要なことです。


					

					不動産所有と固定資産税の基本的な知識を知っておきましょう

					不動産を所有すると固定資産税という土地や建物などの不動産に対して毎年支払う税金がかかります。

この税金は不動産の価値に基づいて計算され、その価値は「固定資産評価額」と呼ばれます。
評価額は３年に１回市町村が行う評価によって決まり、不動産の種類や場所、使い方によっても変わります。


例えば住宅の場合、特定の条件を満たすと税が軽減されることもあります。

家を建てるための土地やその家に住んでいる人のための制度で「住宅用地の特例」と呼ばれており、適用されるかどうかは各市町村の規定によります。


支払いは毎年１回または分割して数回に分けて行います。

税金の額は市町村から送られてくる納税通知書で確認でき、支払い方法は直接市町村の窓口で行うか銀行やコンビニで払うことも可能です。
毎年支払う必要がありますので将来の税金の負担も考慮することが大切です。


税の計算方法や特例については市町村のホームページや窓口で詳しく聞くことができますので、ざっくりと理解しておくといいでしょう。
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					不動産のポイント

				

				
					このサイトでは、不動産のポイントなどについて詳しく解説しており、困ったときに読んで参考になる様々な情報を詳細に記述しているのが特徴です。特に、通常ではあまり思い付かないことには、部屋探しの時にスマートフォンで写真撮影をすることで部屋の明るさを確認できることがあります。また、業者や物件ごとに必要な手数料は異なるので注意をすることも大切です。このサイトではこれらの通常ではあまり気づかない内容をわかりやすく記載しているため、いざと言う時に参考になることが多いのが特徴です。

				

				
					管理人：相良庄太郎
				

			

			
				
					
						
							
						
					
					
						
							
						
					
					
						
							
						
					
					
						
							
						
					
					
						
							
						
					
				

			

			
				Search

				
					
					
					
					
						
						
							
								
							
						
					

				

			

			
				Contents

					
						困ったときにはこれを読んで欲しい！不動産のポイントなどについて詳しく解説
					
	
						不動産で部屋探しの時にスマートフォンで写真撮影をすること後で部屋の明るさを確認できる
					
	
						不動産業者や物件ごとに必要な手数料は異なるので注意をする
					


			

			
				更新情報

						不動産が担保に向いている理由の一つは登記制度
2024.1.9
	不動産売買の解約手付は契約解除する権利を確保できるお金
2024.1.9
	実測売買なら測量後に実測精算した価格が不動産の取引価格になる
2024.1.9
	不動産を購入する際は危険負担が債権者主義でないことを確認
2024.1.9
	不動産所有と固定資産税の基本的な知識を知っておきましょう
2024.1.9
	不動産投資を通じて不労所得を手に入れていく
2023.8.1
	不動産を売却する際には仲介でも買い手探しが可能
2023.8.1
	積み立て型投資で不動産価値を高める方法と魅力
2023.8.1
	一般的に事故物件と呼ばれる不動産の大まかな特徴
2023.8.1
	自主管理の不動産物件選びのポイントと迷わない選び方
2023.8.1
	仲介も管理も手掛けている不動産業者を探すとよい
2023.3.1
	物件探して住みたいエリアが決まっている場合地域密着型の不動産業者に依頼するほうがよい
2023.3.1
	不動産業者を選ぶ時免許の更新を2回以上済ませている業者を選ぶこと
2023.3.1
	同じ物件を扱っていても不動産業者を変えると満足度が変わることもある
2023.3.1
	不動産業者に行く前に口コミなどで評判を見てから相談をするかどうかを決める
2023.3.1
	不動産の売却をするときに将来のことを考えシミュレーションしてくれる業者を探すこと
2022.10.04
	不動産で一戸建てを売却する場合複数の業者で査定額とその根拠について出して比較すること
2022.10.04
	マンションを売却する不動産業者を決める場合は初めに専任媒介契約をしてみる
2022.10.04
	土地の売却を不動産として業者に依頼するときは仲介手数料と売出し価格に注意すること
2022.10.04
	業者に土地の売却をする時に交渉して不動産の仲介手数料を安くできるかはとても重要なこと
2022.10.04
	不動産とは土地や建物のことで定義は民法で定められている
2022.09.15
	不動産で物件を探す場合入居時に後悔しなように確認するポイントは決めておくこと
2022.09.15
	不動産で物件を見学するポイントとして周辺環境を確認すること
2022.09.15
	不動産を見に行くときにメジャーとノートを持参して寸法を測って記録しておくとよい
2022.09.15


			

		

	





	© 2024 不動産のポイント

	
		
			
				
			
		
	








